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近
年
、
地
球
規
模
の
気
候
変
動
問
題
の
解

決
に
向
け
脱
炭
素
の
取
り
組
み
が
世
界
的
に

広
が
っ
て
い
る
。一
方
、日
本
は
エ
ネ
ル
ギ
ー

自
給
率
が
12
・
1
％
（
2
0
1
9
年
度
）
で

O
E
C
D
36
カ
国
中
35
位
と
低
く
、
海
外
か

ら
輸
入
す
る
石
油
や
石
炭
、
天
然
ガ
ス
な
ど

C
O
2
を
排
出
す
る
化
石
燃
料
に
依
存
す

る
。
こ
う
し
た
状
況
を
踏
ま
え
、
政
府
は
21

年
に
策
定
し
た
「
第
6
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本

計
画
」
の
中
で
、
30
年
度
の
発
電
電
力
量
に

お
け
る
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
量
の
目

標
を
22
年
度
の
1
・
5
〜
1
・
6
倍
と
な
る

追い風吹くか、
　　　　洋上風力発電

高
ま
る
再
生
エ
ネ
比
率

調査
レポート

脱炭素化、エネルギー自給率の向上に向けて再生可能エネルギーの普及が進んで
いる。その中で太陽光発電と風力発電は今後も拡大が予想される。とりわけ、最近
注目を集める洋上風力発電を巡る動きを紹介し、課題を探る。

（年度）・・・

目標 水素・
アンモニア
石油等
天然ガス

石炭

原子力

再生可能
エネルギー

（億kWh）
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2,882

2010

11,494 

983

3,339

3,199

1,091

10,778 

1,885

4,320

12

3,340

159
1,074

10,404 
1,006

4,257

15

3,560

94
1,486

10,004 
635

3,898

20

3,101

388

1,983

10,336 
767

3,558

21

3,202

708

2,102

10,082 
825

3,402

22

3,106

561

2,188

9,340 

1,870

30

1,780

3,360～3,530

1,880～2,060

90 190

注）四捨五入により合計と内訳が一致しないところがある、22年度は速報値

資料）資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」、「第6次エネルギー基本計画」、図表1-2も同じ

図表1-1　日本の発電電力量
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3
3
6
0
〜
3
5
3
0
億
k
W
h
と
し
て
い

る
（
前
頁
図
表
1
ー
1
）。
内
訳
を
み
る
と
、

太
陽
光
発
電
が
1
2
9
0
〜
1
4
6
0
億

k
W
h
、
水
力
発
電
が
9
8
0
億
k
W
h
、

風
力
発
電
が
5
1
0
億
k
W
h
、
バ
イ
オ
マ

ス
発
電
が
4
7
0
億
k
W
h
、
地
熱
発
電
が

1
1
0
億
k
W
h
と
な
っ
て
い
る
（
図
表

1
ー
2
）。
す
で
に
普
及
が
進
ん
で
い
る
太
陽

光
発
電
と
急
速
に
導
入
が
進
む
風
力
発
電
を

中
心
に
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
拡
大
を
狙

う
（
図
表
２
）。      

　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
太
陽
光
発
電
は
国
内
最
大
の
再
生
可
能
エ

ネ
ル
ギ
ー
で
、
22
年
ま
で
の
累
積
導
入
量
も

84
・
9
G
W
と
世
界
で
3
番
目
に
多
い
（
図

表
3
）。
12
年
に
導
入
さ
れ
た
電
力
固
定
価
格

買
取
制
度
（
F
I
T
）
で
メ
ガ
ソ
ー
ラ
ー
級

の
発
電
所
が
急
増
し
た
こ
と
に
加
え
、
個
人

の
住
宅
屋
根
に
も
設
置
が
進
ん
だ
こ
と
が

要
因
。
最
近
は
軽
量
で
柔
軟
性
が
あ
り
、
ビ

ル
の
壁
面
に
も
設
置
可
能
な
ペ
ロ
ブ
ス
カ
イ

ト
太
陽
電
池
注
1

な
ど
新
し
い
技
術
開
発
も

進
ん
で
お
り
、
今
後
さ
ら
な
る
普
及
が
予
想

さ
れ
る
。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　  

　
た
だ
、
設
置
場
所
の
景
観
や
斜
面
に
設
置

し
た
と
き
の
泥
水
・
土
砂
の
流
出
、
反
射
光

な
ど
さ
ま
ざ
ま
な
課
題
も
あ
り
、
設
置
場
所

に
十
分
配
慮
し
た
対
応
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

　
国
内
で
風
力
発
電
は
太
陽
光
、
水
力
、
バ

イ
オ
マ
ス
に
次
ぐ
規
模
の
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
で
あ
る
。
一
方
、
世
界
全
体
で
は
風
力

発
電
は
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
全
体
の
約

24
・
7
％
を
占
め
る
注
2

。
ま
た
世
界
風
力

会
議
（
G
W
E
C
）
に
よ
る
と
、
22
年
ま
で

の
日
本
の
風
力
発
電
の
導
入
量
は

4
8
0
4
M
W
で
世
界
シ
ェ
ア
の
0
・
5
％

ほ
ど
に
過
ぎ
ず
、
前
述
の
太
陽
光
発
電
ほ
ど

導
入
が
進
ん
で
い
な
い
（
図
表
４
）。
　
　

　
現
在
稼
働
し
て
い
る
風
力
発
電
の
多
く
は

陸
上
風
力
だ
が
、
近
年
海
外
で
は
洋
上
風
力

に
注
目
が
集
ま
っ
て
い
る
。
洋
上
風
力
は
陸

上
風
力
に
比
べ
、
大
量
投
入
、
大
型
化
が
可

能
で
コ
ス
ト
低
減
が
期
待
で
き
る
（
図
表

5
）。
ま
た
陸
地
に
比
べ
洋
上
は
風
が
安
定

し
て
い
る
た
め
、発
電
量
の
変
動
が
少
な
く
、

設
置
場
所
が
生
活
エ
リ
ア
か
ら
離
れ
て
い
る

こ
と
か
ら
、
騒
音
や
景
観
問
題
が
よ
り
少
な

い
。
さ
ら
に
構
成
機
器
や
部
品
点
数
も
多
い

こ
と
か
ら
経
済
波
及
効
果
が
期
待
さ
れ
る
。

洋
上
風
力
発
電
は
中
国
や
欧
州
を
中
心
に
導

入
が
進
み
、
G
W
E
C
に
よ
る
と
、
23
年
か

ら
32
年
の
10
年
間
に
全
世
界
で
3
8
0
G
W

超
の
発
電
所
が
新
た
に
設
置
さ
れ
る
と
予
測

し
て
い
る
。
国
土
が
限
ら
れ
、
海
洋
に
囲
ま

れ
た
日
本
に
と
っ
て
も
洋
上
風
力
発
電
は
相

性
が
良
く
、
脱
炭
素
化
を
目
指
す
上
で
重
要

な
電
源
と
な
る
こ
と
か
ら
政
府
は
普
及
を
後

押
し
す
る
。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
洋
上
風
力
の
設
置
に
は
建
設
や
運
用
・
維

持
管
理
（
O
＆
M
）
を
行
う
基
地
港
湾
が
必

要
と
な
る
。
現
在
政
府
が
洋
上
風
力
発
電
の

基
地
港
湾
に
指
定
す
る
秋
田
港
、
能
代
港
、

新
潟
港
、
鹿
島
港
、
北
九
州
港
の
5
地
区
で

は
、
風
車
の
部
品
生
産
や
研
究
開
発
な
ど
の

関
連
産
業
が
集
積
す
る
こ
と
で
地
元
経
済
へ

の
波
及
効
果
が
期
待
さ
れ
て
い
る
。一
方
で
、

洋
上
風
力
設
置
の
際
に
は
周
辺
に
生
息
す
る

魚
類
や
鳥
類
な
ど
へ
の
影
響
が
懸
念
さ
れ
て

い
る
。
た
だ
洋
上
風
力
が
進
ん
で
い
る
欧
州

で
は
設
置
場
所
が
漁
礁
と
な
り
漁
場
が
形
成

さ
れ
た
と
い
う
報
告
も
あ
り
、
さ
ら
な
る
検

証
が
必
要
で
あ
る
。
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　

　

　

　
洋
上
風
力
発
電
に
は
海
底
に
直
接
風
車
を

建
て
る
「
着
床
式
」
と
浮
体
の
上
に
風
車

を
乗
せ
て
発
電
す
る
「
浮
体
式
」
の
２
つ
の

タ
イ
プ
が
あ
る
（
図
表
6
）。
現
在
、
洋
上

風
力
は
着
床
式
が
大
半
を
占
め
て
い
る
が
、

日
本
は
着
床
式
の
設
置
に
適
し
た
遠
浅
の
海

域
が
少
な
い
こ
と
か
ら
、
水
深
が
深
い
と
こ

ろ
で
も
設
置
で
き
る
浮
体
式
へ
の
期
待
が
高

ま
っ
て
い
る
。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
浮
体
式
は
海
外
で
も
本
格
導
入
に
向
け
た

動
き
が
進
み
、
導
入
目
標
の
設
定
や
、
商
用

化
に
向
け
た
技
術
開
発
・
実
証
を
行
っ
て
い

る
。
国
内
で
も
、
関
連
企
業
が
技
術
確
立
な

ど
を
目
的
に
企
業
連
合
を
立
ち
上
げ
る
と
と

も
に
、
政
府
も
グ
リ
ー
ン
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

基
金
の
活
用
や
設
置
場
所
を
排
他
的
経
済
水

域
（
E
E
Z
）
注
3

ま
で
拡
大
す
る
法
整
備
を

行
っ
て
い
る
。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

注
1
折
り
曲
げ
や
ゆ
が
み
に
強
く
、
軽
量
化
が
可
能
。
ま

た
製
造
工
程
が
少
な
く
、
大
量
生
産
が
可
能
で
低
コ

ス
ト
化
が
見
込
め
る
。
さ
ら
に
主
要
材
料
で
あ
る
ヨ

ウ
素
は
日
本
が
世
界
シ
ェ
ア
の
約
3
割
を
占
め
て
お

り
、
経
済
安
全
保
障
の
面
で
も
メ
リ
ッ
ト
が
あ
る
。
一

方
、
寿
命
が
短
く
耐
久
性
が
低
い
こ
と
や
、
大
面
積

化
が
難
し
い
な
ど
の
課
題
が
あ
る
。

注
2
出
典
：
E
n
e
r
g
y  

I
n
s
t
i
t
u
t
e

「 

S
t
a
t
i
s
t
i
c
a
l 

R
e
v
i
e
w      

o
f  

W
o
r
l
d  

E
n
e
r
g
y  

2
0
2
3 

」

注
3
国
連
海
洋
法
条
約
に
よ
り
、
沿
岸
国
が
天
然
資
源

採
掘
や
漁
獲
可
能
量
決
定
と
い
っ
た
主
権
的
権
利

や
構
造
物
設
置
な
ど
の
管
轄
権
等
を
有
す
る
水
域
。

領
海
基
線
か
ら
2
0
0
海
里
（
約
3
7
0
㎞
）
を

越
え
な
い
範
囲
内
で
設
定
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

海
外
で
広
が
る
洋
上
風
力

国
内
最
大
の
太
陽
光

国
内
で
期
待
さ
れ
る
浮
体
式

（億kWh）
図表1-2　日本の再生可能エネルギーの発電電力量

目標

バイオマス
地熱

風力

水力

太陽光

（年度）30

3,000

3,500

4,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0

470
110
510

980

1,290～1,460

2010

152 26

838

35

40

12

26168

765
66

48

15

26185

871

348

56

20

30
288

784

791

90

21

30
332

785

861

94

22

30
371

769

926

93

全世界
米国
中国
欧州
日本
その他
注）四捨五入により合計と内訳は一致しない
資料）世界風力会議（GWEC）「Global Wind Report 2023」  

図表4　全世界の風力発電の累積導入量（2022年）  

図表5　洋上風力発電設備のサイズ  

図表6　陸上風力、洋上風力（着床式、浮体式）のイメージ  
注）1GW＝1,000MW＝100万kW 
資料）国際エネルギー機関（IEA）「Snapshot of Global PV Markets 2023」

図表３　太陽光発電の累積導入量の上位10カ国（2022年）  

一般的な陸上風力は3～4MW機のサイズだが、洋上風力は30年までに20MW機まで大型化するといわれている 
資料）国土交通省港湾局「洋上風力発電を通じた地域振興ガイドブック」

資料）新エネルギー・産業技術総合開発機構「NEDO再生可能エネルギー技術白書」をもとに作成

841,898
144,184
333,998
225,204
4,668
133,847

92.9
100.0
91.4
88.2
97.2
98.2

64,320
42

31,442
30,272
136
2,428

7.1
0.0
8.6
11.8
2.8
1.8

906,218
144,226
365,440
255,476
4,804
136,275

100.0 
15.9 
40.3 
28.2 
0.5 
15.0 

陸上風力 洋上風力 合計
（％）（MW） （MW） （MW）（％） （％）

シェア

陸上風車 洋上風車（着床式）

水深0m～30m程度

水深30m～60m程度

洋上風車（着床式） 洋上風車（浮体式）

水深60m以上

天候により発電量が左右されるが、住宅・工場・公共施設・未利用地などへ普及が進む。2012年に経済産業省が実施した固
定価格買取制度（FIT）により急激に導入件数が増加した。

太陽光発電

風のエネルギーを電力に変える発電方法。陸上と洋上で発電が可能で、変換効率が高いうえに夜間も稼働できる。欧米諸国に
比べると日本は導入が遅れているものの、経済性を確保できる可能性もあるなど急速に導入が進む。風力発電

昼夜を問わず24時間安定的に発電でき、長期間の操業が可能。開発期間が10年以上と長期にわたり、開発コストも高額にな
る。一方、日本には大きな地熱のポテンシャルがあるため、大規模開発に向けて期待が寄せられている。地熱発電

水力発電は安定した信頼性の高い電源である一方、大規模水力発電は国内に新たな適地がなく、中小規模の開発が進む。未
開発地点が多くあるが、開発コストが課題。

中小水力発電

生物資源を利用して発電を行っており、日本では太陽光発電に次いで大きな発電量を誇る。廃棄物の削減にも貢献できる一
方、原料の安定調達、収集・運搬・管理コストなどの課題がある。

バイオマス発電

資料）エネルギー・金属鉱物資源機構HPより

図表2　主な再生可能エネルギーを使った発電方法とその特徴

（単位:GW）

（単位:MW%）

順位
1
（2）
2
3
4
5
6
7
8
9
10

中国
EU
米国
日本
インド
ドイツ
豪州
スペイン
イタリア
韓国

ブラジル

41 4 . 5
2 0 9 . 3
1 4 1 . 6
84 . 9
7 9 . 1
6 7 . 2
3 0

2 6 . 6
2 5

2 4 . 8
2 3 . 6

国名 累積導入量

1,091 1,074

1,486

1,983
2,102 2,188

3,360～3,530 

・・・
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市
な
ど
が
県
に
情
報
提
供
に
関
す
る
要
望
書

を
提
出
し
て
き
た
が
、
地
元
の
合
意
形
成
が

で
き
て
い
な
い
と
し
て
、
国
へ
の
情
報
提
供

は
見
送
り
と
な
っ
て
い
る
。
同
氏
は
、
合
意

形
成
に
あ
た
っ
て
は
、
地
元
の
漁
業
者
の
た

め
の
基
金
を
設
立
し
た
り
、
海
の
魚
を
増
や

す
海
洋
環
境
改
善
の
活
動
を
一
緒
に
行
っ
た

り
な
ど
、
関
係
者
全
員
が
恩
恵
を
享
受
で
き

る
よ
う
な
仕
組
み
づ
く
り
が
大
事
だ
と
指
摘

す
る
。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
昨
年
8
月
か
ら
、
県
は
薩
摩
半
島
西
方
沖

で
の
洋
上
風
力
発
電
事
業
を
巡
り
、
地
元
自

治
体
や
関
係
団
体
な
ど
を
集
め
た
研
究
会
を

4
回
開
い
た
。
い
ち
き
串
木
野
市
沖
に
絞
っ

た
案
は
複
数
の
団
体
か
ら
漁
業
へ
の
懸
念
が

上
が
り
、
改
め
て
各
団
体
で
検
討
す
る
こ
と

と
な
っ
た
。
他
地
域
の
事
例
を
み
る
と
、
地

元
の
合
意
形
成
プ
ロ
セ
ス
は
難
路
が
予
想
さ

れ
る
が
、
洋
上
風
力
に
寄
せ
ら
れ
る
期
待
も

日
ま
し
に
高
ま
っ
て
い
る
。
持
続
可
能
な
社

会
に
向
け
て
、本
県
で
導
入
が
実
現
す
る
か
、

今
後
の
動
向
が
注
目
さ
れ
る
。
　
　
　
　
　

　

る
方
針
だ
。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
本
県
に
お
い
て
も
洋
上
風
力
発
電
の
計
画

が
薩
摩
半
島
西
方
海
域
の
数
カ
所
で
浮
上
し

て
い
る
。
た
だ
、
導
入
に
は
地
元
合
意
に
よ

る
案
件
形
成
後
、県
か
ら
国
へ
の
情
報
提
供
、

国
に
よ
る
有
望
・
促
進
区
域
へ
の
指
定
が
必

要
と
な
る
。「
鹿
児
島
県
の
洋
上
風
力
発
電

勉
強
会
」
の
世
話
人
を
務
め
る
島
津
公
保
氏

に
よ
る
と
、
本
県
は
洋
上
風
力
に
よ
る
発
電

に
加
え
、
風
車
の
建
設
や
O
＆
M
の
基
地
港

湾
に
も
適
し
た
場
所
が
あ
り
、
導
入
で
き
れ

ば
大
き
な
経
済
効
果
が
期
待
で
き
る
と
い

う
。
こ
れ
ま
で
経
済
団
体
や
い
ち
き
串
木
野

多
い
一
方
、
大
型
の
メ
ガ
ソ
ー
ラ
ー
発
電
が

設
置
し
や
す
い
地
方
で
は
導
入
件
数
に
比

べ
、
導
入
容
量
が
多
い
傾
向
が
あ
る
。
　
　

　
本
県
の
風
力
発
電
の
導
入
状
況
を
み
る
と

導
入
件
数
・
容
量
と
も
に
全
国
で
5
番
目
に

多
く
、
導
入
容
量
は
九
州
で
最
大
と
な
っ
て

い
る
（
図
表
9
）。
県
が
策
定
し
た
「
鹿
児

島
県
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
導
入
ビ
ジ
ョ
ン

2
0
2
3
」
に
よ
る
と
30
年
の
風
力
発
電
の

導
入
目
標
を
7
1
5
万
M
W
と
21
年
の
2
・

6
倍
と
し
、
今
後
も
風
力
発
電
を
拡
大
さ
せ

　
本
県
の
太
陽
光
発
電
の
導
入
件
数
は
全
国

で
20
番
目
、導
入
容
量
は
11
番
目
に
多
い（
図

表
8
）。
全
般
的
に
日
照
条
件
が
良
く
太
陽

光
発
電
の
導
入
が
多
い
九
州
に
お
い
て
も
福

岡
県
に
次
ぐ
導
入
容
量
と
な
っ
て
い
る
。
そ

の
う
ち
メ
ガ
ソ
ー
ラ
ー
（
1 

M
W
以
上
）

の
導
入
件
数
は
3
9
1
件
と
全
国
で
7
番
目

に
多
く
、
導
入
容
量
も
1
1
1
7
M
W
と
10

番
目
で
、
県
内
の
導
入
容
量
の
約
45
％
を
占

め
て
い
る
。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
全
国
的
に
み
る
と
住
宅
へ
の
導
入
が
進
む

都
市
部
で
は
導
入
容
量
に
比
べ
導
入
件
数
が

な
っ
た
。
県
内
に
は
自
然
環
境
を
生
か
し
た

様
々
な
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
設
備
が
設
置

さ
れ
て
い
る
（
図
表
７
）。
以
下
、
本
県
で
最

も
多
い
太
陽
光
発
電
と
、
拡
大
が
見
込
ま
れ

る
風
力
発
電
を
み
て
い
く
。
　
　
　
　
　
　

　
本
県
で
は
F
I
T
が
開
始
さ
れ
た
12
年
度

か
ら
21
年
度
ま
で
に
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

設
備
は
4
3
5
3
件
か
ら
7
万
7
2
5
5
件

と
約
18
倍
に
な
り
、
導
入
容
量
は
3
万
7
千

k
W
か
ら
2
7
0
万
1
千
k
W
と
73
倍
に

（
小
薄
　
俊
介
）

風
力
発
電
は
全
国
上
位

洋
上
風
力
を
目
指
す

実
現
に
は
難
路

メ
ガ
ソ
ー
ラ
ー
が
5
割
弱

鹿
児
島
県
内
の
動
向

・・・
・・・

※住宅用太陽光なども含む。
　地図上では25MW以上を表示
  2022年6月末現在

太陽光(77,751カ所)
風力(25カ所〈157基〉)
水力(63カ所)
地熱(7カ所)
バイオマス(17カ所)

※（単位:千kW）

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11

20

愛知県
埼玉県
静岡県
千葉県
福岡県
兵庫県
神奈川県
大阪府
茨城県
東京都
長野県

鹿児島県

299,584
211,267
186,408
178,029
166,872
163,441
159,122
152,331
146,349
144,982
122,605

81,670

4,457,575
3,423,962
3,105,836
3,096,910
3,059,075
3,025,839
2,881,564
2,764,329
2,551,493
2,514,899
2,464,425

1,585,150

茨城県
千葉県
栃木県
愛知県
兵庫県
福島県
三重県
群馬県
福岡県
静岡県
鹿児島県

宮崎県

都道府県 件数 導入容量都道府県

導入容量導入件数

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

北海道
青森県
秋田県
長崎県
鹿児島県
愛媛県
静岡県
島根県
山形県
愛知県

833
505
450
106
66
64
53
42
36
31

青森県
北海道
秋田県
岩手県
鹿児島県
福島県
三重県
静岡県
島根県
和歌山県

834,530
827,049
762,866
299,980
273,580
207,841
202,059
185,293
178,056
169,041

都道府県 件数 導入容量都道府県
導入容量導入件数

注）2023年9月末時点

資料）資源エネルギー庁「再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法    

　　 情報公表用ウェブサイト」、図表9も同じ    

資料）鹿児島県「県勢概要 2023年4月」より作成

図表8　太陽光発電の導入件数・容量の上位10都道府県    図表7　県内の再生可能エネルギーの設置状況　　

（単位:千kW）
図表9　風力発電の導入件数・容量の上位10都道府県 

甑島

黒島 硫黄島 竹島 馬毛島

屋久島

口永良部島奄美大島

喜界島

徳之島沖永良部与論島

横当島

宝島

小宝島
口之島

中之島

諏訪之瀬島

悪石島

平島

小臥蛇島

臥蛇島

種子島

 

図表8　太陽光発電の導入件数・容量の上位10都道府県    
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2
0
2
5
年
新
卒
採
用
計
画
は
、
全
産
業

ベ
ー
ス
で
「
採
用
あ
り
」
が
57
％
で
、
前
年

（
60
％
）を
や
や
下
回
っ
た（
図
表
1
）。
ま
た
、

「
採
用
な
し
」
は
18
％
（
前
年
20
％
）、「
未
定
」

は
25
％
（
同
20
％
）
だ
っ
た
。
業
種
別
に
み

る
と
、「
採
用
あ
り
」
と
回
答
し
た
企
業
割

合
は「
建
設
業
」（
78
％
）、「
小
売
業
」（
67
％
）、

「
卸
売
業
」（
56
％
）、「
そ
の
他
産
業
」（
52
％
）、

「
製
造
業
」（
47
％
）
の
順
と
な
っ
た
。
　
　

　採
用
人
員
数（
前
年
比
）に
つ
い
て
は
、「
増

加
」は
39
％
で
前
年（
44
％
）を
5
㌽
下
回
っ

た
。一
方
、「
前
年
並
み
」は
55
％（
前
年
51
％
）

で
前
年
を
上
回
り
、「
減
少
」は
6
％（
同
5
％
）

と
ほ
ぼ
横
ば
い
だ
っ
た
。
そ
の
結
果
、
D
I 

は
33
で
、前
年
（
39
）
か
ら
6
㌽
減
と
な
っ
た
。

　
採
用
活
動
の
内
容
に
つ
い
て
は
、「
通
年

採
用
」、「
経
験
者
・
中
途
募
集
」（
と
も
に

57
％
）、「
学
校
訪
問
を
増
や
す
」（
50
％
）、「
既

卒
者
募
集
」（
45
％
）
の
順
に
多
か
っ
た
（
図

表
２
）。前
年
と
比
較
す
る
と
、「
通
年
採
用
」、

「
経
験
者
・
中
途
募
集
」（
前
年
と
も
に
53
％
）

は
4
㌽
増
、「
学
校
訪
問
を
増
や
す
」（
同

46
％
）は
4
㌽
増
、「
既
卒
者
募
集
」（
同
35
％
）

は
10
㌽
増
と
な
っ
た
。
企
業
の
将
来
を
考
え

る
と
新
卒
者
を
採
用
す
る
の
が
好
ま
し
い
と

思
わ
れ
る
が
、
人
材
獲
得
競
争
の
激
化
に
よ

り
新
卒
採
用
に
こ
だ
わ
っ
て
い
ら
れ
な
い
企

業
が
増
え
て
い
る
こ
と
が
う
か
が
わ
れ
る
。

ま
た
、「
オ
ン
ラ
イ
ン
説
明
会
・
ウ
ェ
ブ
面

接
等
の
実
施
」（
同
45
％
）
は
41
％
と
4
㌽

減
と
な
っ
た
が
、
依
然
４
割
以
上
の
企
業
が

実
施
し
て
お
り
、
採
用
活
動
の
手
段
と
し
て

定
着
し
て
き
て
い
る
。
　
　
　
　
　
　
　
　

　
採
用
の
難
易
度
は
「
確
保
で
き
そ
う
」
な

企
業
割
合
が
16
％
で
、
前
年
（
19
％
）
を
3

㌽
下
回
り
、
2
0
0
0
年
以
降
で
は
過
去
最

低
と
な
っ
た
。「
確
保
で
き
そ
う
」
な
理
由

と
し
て
は
、「
オ
ン
ラ
イ
ン
説
明
会
・
ウ
ェ

ブ
面
接
な
ど
の
充
実
」（
53
％
）
が
最
も
多

か
っ
た
。
ま
た
、「
労
働
条
件
な
ど
の
改
善
」

が
40
％
と
前
年
（
28
％
）
か
ら
12
㌽
増
と
大

幅
に
上
回
っ
た
が
、「
県
内
就
職
志
向
の
高

ま
り
」
は
20
％
で
前
年
（
36
％
）
を
16
㌽
下

回
っ
て
大
幅
減
と
な
っ
た
。
一
方
、「
確
保

は
難
し
そ
う
」
は
84
％
で
前
年
（
81
％
）
を

3
㌽
上
回
り
、
2
0
0
0
年
以
降
で
は
過
去

最
高
と
な
っ
た
。
理
由
と
し
て
は
、「
全
体

的
な
求
人
数
の
増
加
」（
65
％
）
が
最
多
と

な
り
、
前
年
（
61
％
）
を
4
㌽
上
回
っ
た
。

　
採
用
に
際
し
て
労
働
条
件
を
改
善
す
る
企

業
は
50
％
で
、前
年
（
42
％
）
を
8
㌽
上
回
っ

た
。改
善
す
る
内
容
は
、「
初
任
給
引
き
上
げ
」

（
78
％
）
が
最
も
多
く
、
前
年
（
73
％
）
を

5
㌽
上
回
っ
た
。
次
い
で
、「
週
休
2
日
制

2
0
2
5
年

新
卒
採
用
計
画
に
つ
い
て

「
採
用
あ
り
」
は
前
年
を
や
や
下
回
る

全
体
的
な
求
人
数
の
増
加
な
ど
で

新
卒
採
用
環
境
は
厳
し
さ
を
増
す
見
込
み

採
用
目
的
は
人
手
不
足
対
策
が
最
多

調査の概要

調査要領

●
●

調査時期 202４年1月下旬～2月下旬
調査方法 インターネット及び郵送

●
●

対象企業 県内主要企業　501社
回答企業数 335社（回答率 66.9％）

採用
アンケート

図表１　新規学卒者の採用計画 　　　　　　　　  　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）

2024年 
計画

2025年 
計画 製造業 建設業 卸売業 小売業 その他 

産業
回答企業数 332 333 93 50 36 51 103

新規採用計画

採　用　あ　り 60 57 47 78 56 67 52

採　用　な　し 20 18 27 6 19 10 19

未 　 　 定 20 25 26 16 25 24 29

採用人員数 
（前年比）

増　　　　　 加 44 39 36 41 50 32 40

前　年　並　み 51 55 55 56 50 62 53

減    　　　 少 5 6 9 3 0 6 8

」少減「-」加増「ID 39 33 27 38 50 26 32

図表２　 採用活動の内容、採用の難易度、採用人員数の
増減理由 （単位：％）

2024年 
計画

2025年 
計画

容
内
の
動
活
用
採

通年採用 53
経験者・中途募集 53
学校訪問を増やす 46 50

オンラインの説明会・ウェブ面接等
の実施 45 41

説明会の回数を増やす 37 39

既卒者募集 35
インターンシップの回数・期間を増やす 33 43

外国人の採用 14 11
特に対策は取らない 3 4
その他 1 3

度
易
難
の
用
採

 確保できそう 19 16

理

　
　

由

オンライン説明会、ウェブ面接などの充実 58 53

45

57
57

労働条件などの改善 28 40
適当な人材が豊富 11 23
県内就職志向の高まり 36 20
全体的な求人数の減少 6 0
その他 11 3

 確保は難しそう 81 84

理

　
　

由

全体的な求人数の増加 61 65
県外志向が強い 36 37
労働条件が他企業より劣る 29 21
適当な人材がいない 12 11
その他 12 9

て
し
際
に
用
採
 労働条件を改善 42 50

内

　
　

容

初任給の引き上げ 73 78
週休 2日制など休暇の充実 19 31
研修機会の充実 24 24
労働時間短縮 22 7
その他 10 3

 労働条件は本年度と同じ 58 50

由
理
の
み
並
年
前
・
加
増
の
員
人
用
採 人手不足対策 66 69
退職者の補充 49 51
将来の労働力人口減少への対策 51 50
社内全体の活性化 ‐ 27
販売・営業部門強化 22 23
業況の改善 11 12
工場、店舗増設などの業務拡大 9 11
管理部門強化 8 7
雇用形態の変化（正社員を増やす） 4 6
新規事業への進出 7 4
その他 3 1

由
理
の
少
減
・
し
な
用
採

現在の人員で十分 49 42
雇用形態の変化（中途採用で対応） 24 31
雇用形態の変化（パートで対応） 10 15
組織のスリム化 4 12

‐ 10
事業規模の縮小 3 8
業況の悪化   14 5
合理化、機械化の促進    8 5
業務のアウトソーシング（外注）化 0 3
雇用形態の変化（派遣社員で対応） 0 3
その他 15 9

● 2025年新卒採用計画は、全産業ベースで「採用あり」が57％。前年
（60％）をやや下回った。また採用の難易度は「確保できそう」な企業
割合が16％で前年（19％）を3㌽下回った。「確保できそう」な理由と
しては、「オンライン説明会・ウェブ面接などの充実」（53％）が最多と
なった。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

● 2024年新卒採用結果は、全産業ベースで「採用あり」が50％で前年
（49％）からほぼ横ばい。また採用の難易度は「確保できた」企業割
合が38％で前年（39％）からほぼ横ばいだった。「確保できた」理由
としては、「オンライン説明会・ウェブ面接などの充実」（35％）が最も
多く、次いで「県内就職志向の高まり」（32％）が続いた。　　

● 新入社員に求める人材像については、「コミュニ―ケーション能力が
高い」が51％で最も多く、次いで「意欲的である」（46％）、「真面目、
誠実な人柄である」（41％）、「素直である」（36％）が続いた。

2
0
2
5
年
新
卒
採
用
計
画

及
び 

2
0
2
4
年
新
卒
採
用
結
果
に
つい
て

人件費の抑制   (注2）

(注2）

注1)　理由、内容の項目は、複数回答。      
注2)「社内全体の活性化」、「人件費の抑制」は今回追加。      
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施
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％
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。
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％
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で
あ
っ
た
（
図
表
２
）。
　
　

　
一
方
、「
実
施
し
な
い
」
は
4
％
、「
未
定
」

は
32
％
に
上
り
、
今
後
の
動
き
が
注
目
さ

れ
る
。「
実
施
予
定
」
を
業
種
別
に
見
る
と

建
設
業
が
71
％
で
最
も
多
く
、
次
い
で
製

造
業
（
70
％
）、
卸
売
業
（
69
％
）、
小
売

業
（
61
％
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％
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、
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％
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％
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県内企業の賃上げについて
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3
％
未
満
」（
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％
）
が
最
も
多
く
、
次
い

で
「
1
〜
2
％
未
満
」（
28
％
）
が
続
い
た
。

　
賃
上
げ
を
実
施
す
る
と
回
答
し
た
企
業

に
、
賃
上
げ
を
実
施
す
る
具
体
的
要
因
に

つ
い
て
尋
ね
た
と
こ
ろ
、「
人
材
の
定
着
・

確
保
」
が
79
％
で
最
も
多
く
、
次
い
で
「
従

業
員
の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
ア
ッ
プ
」（
73
％
）、

「
物
価
高
への
配
慮
」（
55
％
）の
順
と
なっ
た
。

「
自
社
の
業
績
改
善
」は
14
％
に
と
ど
ま
り
、

人
手
不
足
が
深
刻
と
な
って
い
る
中
、
業
績

の
改
善
に
か
か
わ
ら
ず
賃
上
げ
を
実
施
せ

ざ
る
を
得
な
い
状
況
が
う
か
が
え
る
。
　

　
一
方
、
賃
上
げ
を
実
施
し
な
い
と
回
答

し
た
企
業
に
、
賃
上
げ
を
実
施
し
な
い
具

体
的
要
因
に
つ
い
て
尋
ね
た
と
こ
ろ
、「
前

年
賃
上
げ
を
行
っ
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・
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状
で
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で
最
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く
、
次
い
で
「
価
格
転
嫁

が
不
十
分
」（
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％
）
が
続
い
た
。
　
　
　

　
連
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鹿
児
島
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下
企
業
の
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の
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期
昇
給
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ベ
ー
ス
ア
ッ
プ
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含
む
月
給
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上
げ
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％
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1
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9
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。
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％
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上
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す
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の
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上
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施
し
て
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る
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う
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え
る
。
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％
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嫁
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れ
る
。
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古
江
　
孝
徳
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2023年度に賃上げを「実施した（定時昇給を含む）」と回答した企業は91％であった。
一方、「実施しなかった」は9％だった。「実施した」を業種別に見ると、卸売業が94％で最も多く、次いで建設業
（92％）、製造業（91％）、小売業（90％）、その他産業（88％）の順となった。

●調査時期　2024年１月下旬～2月下旬（2025年新卒採用計画アンケートと同時）
●調査方法　インターネット及び郵送

●対象企業　県内主要企業501社
●回答状況　回答企業335社（回答率 66.9％）

調査の
概要

［調査結果のポイント］

　春闘で賃上げへの関心が高まるなか、当研究所が県内企業に対して実施した賃上げに関するアンケート調査結果
について説明する。

● ２０２３年度の賃上げ結果について 　～ 91％の企業が賃上げを実施

2024年度に賃上げを「実施予定（定時昇給を含む）」と回答した企業は64％であった。
一方、「実施しない」は4％、「未定」は32％に上り、今後の動きが注目される。
「実施予定」を業種別に見ると建設業が71％で最も多く、次いで製造業（70％）、卸売業（69％）、小売業（61％）、その
他産業（55％）の順となった。

● ２０２４年度の賃上げ結果について 　～ 「賃上げ実施予定」は64％にとどまる。

2
0
2
3
年
度
は
、
9
割
以
上

の
企
業
が
賃
上
げ
を
実
施

ま
と
め

2
0
2
4
年
度
に
賃
上
げ
を

実
施
予
定
の
企
業
は
約
6
割

に
と
ど
ま
る

注）計数は構成割合。四捨五入のため合計が100にならない箇所がある。具体的要因は複数回答。

（単位：％）

（単位：％）
図表2　2024年度の賃上げについて

上
昇
幅

上
昇
幅

具
体
的
要
因

具
体
的
要
因

注）計数は構成割合。四捨五入のため合計が100にならない箇所がある。

図表1　2023年度の賃金改定について

１％未満
１～２％未満
２～３％未満
３～４％未満
４～５％未満
５～６％未満
６％以上
人材の定着・確保
従業員のモチベーションアップ
物価高への配慮
同業他社の賃金動向
自社の業績改善
その他

１％未満
１～２％未満
２～３％未満
３～４％未満
４～５％未満
５～６％未満
６％以上

前年賃上げを行った・現状で十分
価格転嫁が不十分
自社の業績低迷
設備投資など他を優先する
同業他社の賃金動向
その他

実施しない

未定
（参考）回答企業数

実施しなかった
（参考）回答企業数

実施予定（定時昇給を含む）

実施した（定時昇給を含む）

64
5
28
34
17
10
3
3
79
73
55
21
14
2
4
46
18
9
9
0
18
32
331

70
3
25
41
22
8
0
2
73
67
55
16
16
2

91
5
29
28
20
9
5
3

91
4
27
32
21
12
5
0

9
331

9
93

92
7
41
22
15
9
0
7
8
51

94
3
27
35
21
9
6
0
6
36

90
7
22
35
20
13
4
0
10
51

88
6
30
21
22
5
8
8
12
100

1
100
0
0
0
0
0
29
92

71
11
40
23
17
9
0
0
81
78
56
19
3
8
0
0
0
0
0
0
0
29
51

69
4
12
48
20
12
4
0
72
80
44
16
16
0
3
0

100
0
0
0
0
28
36

61
3
28
38
14
7
10
0
81
81
61
23
19
0
6
33
33
0
0
0
33
33
51

55
5
30
27
13
13
4
9
88
70
55
29
16
2
7
50
0
17
17
0
17
38
101

全産業 製造業 建設業 卸売業 小売業 その他産業

全産業 製造業 建設業 卸売業 小売業 その他産業

57

62
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